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本日は、弊社の2025年12月期中間決算説明会にご参加いただき、誠にありがとうござ

います。 

 

代表取締役CEOの小貫です。 

 

短い時間ですが、どうぞよろしくお願いします。 
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こちらの目次に沿ってご説明します。 

 

1つ目の「中間連結業績概要」、2つ目の「通期連結業績見通し」については、 

財務部 部長の大山がご説明します。 

 

3つ目の「中期経営計画の進捗状況」、4つ目の「資本コストや株価を意識した経営の

実現」については、私からご説明します。 

 

それでは、大山部長、お願いします。 
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ただいまご紹介にあずかりました、財務部の大山です。 

 

私からは2025年度の中間連結業績の概要および通期業績予想についてご説明します。 

 

それでは資料4ページをご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        

      

        

  

 



  4 

 

2025年度の中間連結業績について、売上高から順に説明します。 

 

売上高は432億84百万円、営業利益は25億95百万円、経常利益は29億37百万円、 

中間純利益は26億36百万円となりました。 

 

前年同期と比較すると、売上高は増収、営業利益と経常利益は減益となりました

が、中間純利益は増益となりました。 

 

なお、当期は4月にグループ化した株式会社ミトヨを第2四半期から連結に取り込ん

でいます。次ページ以降で、各項目を事業ごとにご説明します。 
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まず、売上高の増減要因を事業別にご説明します。 

 

左の 3つが「アジア事業」、その後に「北米事業」、「欧州・南米・オセアニア事

業」の順で示しています。 

 

先ほど触れたミトヨをアジアの産業資材事業に取り込んだことで大幅な増収と

なり、連結売上高は前年同期比 29億 58百万円、7.3％の増収となりました。 

 

続いて、次ページで営業利益についてご説明します。 
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営業利益については、その他事業で「スポーツアパレル事業」から撤退したことに

より損益が改善しました。 

 

しかし、それ以外の事業が減益となったため、連結の営業利益は前年同期比1億85

百万円、6.7％の減益となりました。 
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中間純利益についてご説明します。 

 

先ほど営業利益は減益と申し上げましたが、特別利益としてミトヨのグループ化に

伴う「負ののれん」を6億51百万円計上したことにより、中間純利益は前年同期比5

億27百万円、25.0％の増益となりました。 
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8ページの表は、これまでの内容を一覧化したものですので、説明は割愛し、9ページ

の事業別概況についてご説明します。 
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まず、アジア事業の概況についてご説明します。売上高は「従前の産業資材」と「 

スポーツ・建設資材事業」が増収となったことに加え、ミトヨが加わったことで 

前年同期比25.8％の増収となりました。 

 

営業利益については、「産業資材事業」でミトヨのグループ化に伴う費用を計上し

たこと、「スポーツ・建設資材事業」で商品構成の変化などにより減益となりまし

た。 

 

一方で「スポーツアパレル事業」撤退による損益改善が寄与し、前年同期比3.5％の

増益となりました。 

 

詳細は資料上段に記載の通りです。 
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北米事業についてご説明します。 

 

米国新政権の関税政策による不透明感が続いたことに加え、米ドル対円相場が

前年同期に比べ円高で推移したことなどにより、売上高は前年同期比 1.9％の減

収となりました。 

 

営業利益については、戦略的な倉庫の移転・拡張に伴う費用を計上したことなど

により、前年同期比 3.7％の減益となりました。 
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最後に欧州・南米・オセアニア事業です。 

 

当事業では、アルゼンチンをはじめとする地域でオイルガス市場向けの販売が

増加しましたが、主力である消防関連製品の販売が軟調であったことから、売上

高は前年同期比 2.4％の減収となりました。 

 

営業利益は、アルゼンチンの子会社に引き続き超インフレ会計を適用したこと

などにより、33.8％の減益となりました。以上が事業別の概況です 
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貸借対照表についてご説明します。 

 

当期はミトヨをグループ化したことにより、資産・負債が大きく増加しています。

まず総資産は約139億円増加しました。 

 

資産の部では、流動資産が約72億円増加し、固定資産が約66億円増加しました。 

主な要因は「現預金・売上債権・固定資産」の増加によるものです。 

 

次に負債の部は約140億円増加しました。 

これは主に「借入金・支払債務」の増加によるものです。 

 

純資産については、為替換算調整勘定が約20億円減少したことなどにより、約1億

円の減少となりました。 

この結果、自己資本比率は53.1％となりました。 

 

以上が貸借対照表の説明となります。 
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キャッシュフローについてご説明します。 

 

当中間期は営業キャッシュフローがプラスとなりました。投資キャッシュフローの

主な内容はミトヨの株式取得であり、財務キャッシュフローについてもミトヨグル

ープ化に伴う賃金調達が中心となっています。 

 

その結果、「現金及び現金同等物」は約38億円増加し、131億79百万円となりました。 

 

なお、ミトヨのグループ化により約26億円増加しています。 

 

以上が2025年度中間連結業績の概要です。 
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2025年度通期連結業績の見通しについてご説明します。 

 

15ページをご覧ください。 
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2025年度の通期連結業績は、売上高900億円、営業利益40億円、経常利益48億円、 

当期純利益36億円と予想しており、本年2月に公表した内容から変更はありません。 

 

為替の予想については下段に記載の通りです。 

セグメント別の予想は次ページに示しています。 
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セグメント別の予想についてご説明します。 

 

「アジア事業」は、産業資材にミトヨを連結に取り込んでいることから増収を予想し

ています。 

 

ただし、グループ化に伴う費用や原材料・人件費の増加を織り込み、減益を見込んで

います。「北米事業」および「欧州・南米・オセアニア事業」については、当期も引

き続き底堅い需要を見込み、「増収・増益」を予想しています。 

 

ご参考までに、通期予想に対する中間時点での進捗は、売上高が 50％をやや下回って

いますが、営業利益は 50％を上回っています。 

 

一方で、政治・経済・地政学的リスクや関税の影響など外部環境の不透明さを踏まえ、

通期業績予想は変更していません。駆け足となりましたが、私からの説明は以上です。 

 

続きまして、CEOの小貫より「中期経営計画の進捗状況」および「資本コストや株価を

意識した経営の実現」についてご説明します。 
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CEOの小貫です。 

 

ここからは、私からご説明させていただきます。 

 

まず「中期経営計画の進捗状況」についてです。18ページをご覧ください。 
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長期構想「クリヤマ マネジメントプラン」についてご説明します。 

 

当社は、創業 100周年を迎える 2039年を見据え、「持続的な企業成長を実現し、企

業価値を最大化すること」を目的に、本年 3 月に長期構想「クリヤマ マネジメン

トプラン（KMP 2039）」を策定しました。 

 

この長期構想を具現化するものとして、2030 年までの 6 年間を対象とした中期経

営計画「KMP Action1」および「KMP Action2」を開示しました。 
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2030年までの数値目標についてご説明します。 

 

当社は、上場した2004年から昨年2024年までの20年間で、売上高を約2倍、営業利

益を約4倍に成長させてきました。 

 

今後の 3年間を KMP Action1の「基盤強化」の期間と位置づけ、 

2027年度に売上高 1,000億円、営業利益 53億円、ROE8％以上を目指します。 

 

さらに、その後の 3年間を KMP Action2の「成長加速」の期間と捉え、2030年

度には売上高 1,200 億円以上、営業利益 80 億円以上、ROE11％以上を目指しま

す。 

 

また、Action1・Action2 の各期間において、基盤強化と成長加速を目的に、そ

れぞれ 200億円以上の投資を実行する計画です 
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ここからは、2027年までの「KMP Action1」について、その進捗状況も含めて詳

しくご説明します。 

 

KMP Action1は「事業戦略」「財務戦略」「経営基盤強化」の 3つの軸で策定して

います。 

 

これらの取り組みと IR活動の強化により、PBR1倍超を早期に実現できるよう努

めていきます。 

 

本日は、事業戦略の詳細を含め、黄色の点線で囲んでいる項目の進捗状況につい

てご説明します。 
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ここでは、KMP Action1の最終年度である2027年度の「事業別売上高計画」を示して

います。 

 

右側の円グラフの通り、KMP Action1では2027年度に売上高1,000億円を目指しま

す。 

 

2027年度の事業別売上構成を直近の2024年度と比較すると、 

・産業資材事業は21％から30％ 

・スポーツ・建設資材事業は13％から12％ 

・ホース事業は65％から57％ 

とし、事業ポートフォリオの適正化を進める計画です。 

 

次ページで事業別の内容をご説明します 
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まず、産業資材事業では「農機・建機・商用車市場でのさらなる成長」を目指します。 

 

具体的には、2027年度に売上高305億円、営業利益23億円を計画しています。 

 

この達成に向けた戦略として、本年4月にグループ化したミトヨとのシナジー効果を最大

化します。 

 

この点については後ほど詳しくご説明します。 

 

また、最大市場である北米での展開や、センサー技術を軸としたさらなる成長も計画し

ています。 
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続いて、スポーツ・建設資材事業では「国内市場における強固な収益基盤の形成」

を目指します。 

 

具体的には、2027年度に売上高120億円、営業利益7億5千万円を計画しています。 

 

この目標の達成に向けて、老朽化したフローリング体育館の改修需要や、鉄道施

設の安全対策強化に伴う改修需要を着実に取り込んでいきます。 

 

また、当社の強みである工事を伴う受注を拡大するため、営業の効率化などに取

り組みます。 
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最後に、ホース事業では「グローバル展開や連携加速による収益性向上」を目指し

ます。 

 

具体的には、2027年度に売上高570億円、営業利益41億円を計画しています。 

 

この目標の達成に向けて、北米市場では米国・カナダ双方で物流網の整備による競

争力強化や、ホース製造ラインの増設による地産地消体制の強化を進めます。 

 

北米での物流網の整備については、後ほど詳しくご説明します。 

 

さらに、昨年進出したオセアニアを含め、グローバルベースでの連携強化により販

路拡大を図っていきます。 
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ここからは、KMP Action1の「進捗状況・トピックス」についてご説明します。 

 

まず、産業資材事業における「M&A効果の最大化」です。 

本年4月、メーカー機能を拡充し、グローバルベースで製造・物流機能を有する事業

への発展を目指して、ミトヨを約61億円でグループ化しました。 

 

左側には期待されるシナジーを記載しています。 

2番目に示している内容はメーカー機能強化の一例です。 

尿素SCR関連商材のサプライチェーンにおいて、ミトヨは当社にタンクを納入して

いますが、これを一気通貫で供給できるようになります。 

そのほか、営業、物流、研究開発、人財交流など、さまざまな領域でシナジー効果

が期待できます。 

 

右側に記載の通り、メーカー機能と商社機能の割合をイーブンに近づけることで、

これまで以上にモノづくりの力を高め、産業資材事業の成長を加速度的に押し上げ

ていきます。 

エリアの相互補完の観点では、国内では関西に強いクリヤマと関東に強いミトヨの

融合により、強固な体制を構築できます。さらにアジアでは、タイに新たな製造拠

点を有するなど、厚みのある製造・物流体制が整います。加えて、欧米を中心とす

るホース事業との連携強化も期待できます。 
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続いて、北米ホース事業の「物流機能の拡充」についてご説明します。 

 

まずアメリカでは、中央物流倉庫の役割を担う本社物流倉庫に加え、4か所の物

流倉庫を有し、全米を広くカバーしています。 

 

昨年2月には本社および本社物流倉庫を移転・拡張し、中央物流倉庫としての機能

を強化しました。また、本年3月には北東部の物流倉庫を移転・拡張しました。 

 

これらの取り組みにより、本社と各倉庫、さらに倉庫間同士の物流効率化が進み、

顧客サービスの充実を通じた販売強化が可能となります。 

 

次にカナダでは、中核事業会社で製造・開発を担うKuriyama Canada Inc（KCI）

と、物流・組立を担うKuri Tec Corporation（KTC）が長らく同じ場所で事業を

行ってきました。 

 

今後のさらなる成長に向け、本年4月にKTCの倉庫を移転・拡張しました。詳細は

次ページでご説明します。 
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移転後のKTCの倉庫面積は旧倉庫の約2.4倍に拡張され、十分な品揃えと荷さばき

スペースを確保できる体制となりました。 

 

さらに、オンタリオ州最大の幹線道路沿いに位置することで、より効率的な配送

が可能な体制を構築しました。 

 

 

KTCでは物流・組立機能の強化が図られ、KCIでは空きスペースに製造設備を増設

できるようになりました。 

 

これにより、北米における優位性と競争力のさらなる強化が期待できます。 
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次に、経営基盤強化の一つである「研究開発」についてご説明します。 

 

当社は昨年1月、研究開発機能をクリヤマR&D株式会社として再編しました。 

 

グループの情報、技術、人財、知的財産を事業カテゴリー横断で集約し、新製品や

新機能の開発を進めるべく、表に示す通り、さまざまな研究開発に取り組んでいま

す。 

 

このたび、グループの研究開発のプラットフォームとして、仮称クリヤマR&Dセン

ターを建設することとしました。 

 

詳細は次ページでご説明します。 
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新センターは本年6月に着工し、2026年6月の竣工を予定しています。 

 

グローバルベースで新たな付加価値を創造する総合研究開発施設と位置づけてお

り、約30億円を投資して、試験・検査・研究・展示の各スペースを充実させます。 

 

新センターの設置により、新製品・新素材の開発を促進し、当社取扱製品のブラン

ド価値や信頼性の向上を実現します。 

 

なお、新センターは広島県東広島市に設置します。 

 

東広島市は試験・研究機関が集約する学術研究都市であり、半導体・自動車関連を

中心とした産業が盛んな地域です。 

 

隣接する三次市にはセンサーを製造する子会社の株式会社サンエーが所在しており、

次世代を担うエンジニアの確保や、産学官・地域・他機関との連携による事業領域

の拡大が期待できます。 
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次に、コーポレートガバナンスの強化についてご説明します。 

 

当社は、人的資本への積極的な投資とガバナンスの強化を通じて、企業価値向上に寄

与する人財基盤の構築を目指し、さまざまな施策に取り組んでいます。 

 

コーポレートガバナンスの強化としては、本年 3月の株主総会において新たに女性の

社外取締役を選任しました。 

 

その結果、社外取締役比率は 37.5％、女性取締役比率は 25％となっています。今後

も、人財基盤の強化に資する取り組みを継続していきます。 
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これまでの説明内容をキャピタルアロケーション計画に照らしてご説明します。 

 

KMP Action1においては、営業キャッシュフロー、借入金、手元現預金などを原資

として、200億円以上を成長投資に積極的に配分する方針であり、着実に実行して

います。 

 

これらの成長投資による効果は、KMP Action2以降に発現していくことを想定して

います。 
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ここからは「資本コストや株価を意識した経営の実現」についてご説明します。 
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左上のグラフの通り、当社のPBRは継続的に1倍を下回っています。ROEは近年8％超を

達成している一方で、PERは低水準にとどまっています。 

 

これは当社の資本収益性や事業の成長性などが株価に十分反映されていないことが要因

であり、この水準を引き上げていくことが大きな経営課題であると認識しています。 

 

当社としては、 

・市場の信頼と期待を高めるために「中期経営計画を完遂」すること 

・安定的かつ継続的な株主還元を維持しつつ「さらなる拡充」を図ること 

・投資家の皆さまとの丁寧な対話を継続し、当社のファンになっていただける株主を

拡大するために「IR活動の強化」に取り組むこと 

 

これらを重点課題として推進していきます。 
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次に、株主還元の状況についてご説明します。 

 

当社は上場以来、一度も減配することなく配当を継続してきました。 

 

2024年度の1株当たり配当金は、前年度比10円増の55円としました。 

 

右のグラフに記載の通り、配当性向30.4％、DOE3.05％と、これまで目標とし

てきた数値を達成しています。 

 

中期経営計画においては、安定的かつ継続的な株主還元を維持しつつ、 

「配当性向30％以上」「DOE3.0％以上」のさらなる拡充を目指していきます。 
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最後になりますが、こちらでは当社の株価の推移をお示ししております。 

 

 

ご覧頂けます通り、当社は、企業価値の向上に資する取組みの着実な実行、資本

コストや株価を意識した経営の実践に取組んで参りました。 

 

その結果、当社の株価は上昇基調にあり、本年「8月」には、上場以来の最高値を

更新いたしました。この上昇基調を継続できるよう、努力して参ります。 

 

引き続き、皆さまからのご支援の程、よろしくお願い 申し上げます。 

本日は、ご清聴いただき、誠にありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 



  36 

 

 

 

 

 


